
増減（③-②）

4

177,914 千円 △3,362 千円 177,914 千円

市立小学校児童：20,452人ＫＰＩ 受益者など（見込）

0 千円

事業概要

4

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

（教育部）

№01

部課室 教育部総務課 事業名 奨学資金交付事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

予算編成過程・ＫＰＩの公開

① ② 増減（②-①） ③

7,200 千円 0 千円

その他事業

4

① ② 増減（②-①）

その他事業

対象1人あたり

③ 増減（③-②）

15,480 千円 15,480 千円 0 千円 15,480 千円 0

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

10,000 円

№03

部課室 教育部総務課 事業名 GIGAスクール構想整備事業（小学校）

SDGs（持続可能な開発目標） 4

　国の提唱するGIGAスクール構想の実現に向け整備した、児童生徒1人1台のオンライン端末及びその使用
環境について、有効に活用できるよう維持管理等を行う。

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

一宮市在住の高等学校等に在学する生徒の保護者：1,548人

事業概要

　学習意欲が高く、修学のための経済的支援の必要があると認められる高等学校進学者に対し、奨学資金
による支援を行う。本市立中学校を卒業し、高等学校に入学する者で、出身中学校長の推薦があった者を
対象とする。1学年につき40人に対し、1人月額5,000円の支援を行う。

7,200 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込）

千円

0 千円7,200 千円

市長査定額

円

№02

部課室 教育部総務課 事業名 高等学校等就学助成事業 事業区分 その他事業

対象1人あたり

SDGs（持続可能な開発目標）

事業概要

事業区分

事業区分

対象1人あたり 8,699

　教育に係る経済的負担を軽減するため、高等学校などに在学する生徒の保護者の所得が基準に該当する
場合に、10,000円の助成金を交付する。

担当課室要求額 財政担当査定額

60,000奨学金の対象となる高等学校進学者：120人ＫＰＩ 受益者など（見込）

SDGs（持続可能な開発目標）

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、情報関連機器賃借料を見直して一部減額した。

円

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

181,276 千円



4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

№04

部課室 教育部総務課 事業名 教育備品等整備事業（小学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　市内の小学校において、楽器や体育器具などの教材備品、児童用の机・椅子などの一般備品などを、学
校の実情に応じて整備する。

SDGs（持続可能な開発目標）

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

4

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

60,477 千円 59,446 千円 △1,031 千円 59,446 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立小学校児童：20,452人 対象1人あたり 2,906 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、備品購入費を見直して一部減額した。

№05

部課室 教育部総務課 事業名 学校施設修繕事業（小学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　市内の小学校において、塗装の塗替え等による教室の小規模改修及び学校の維持管理に必要な各種修繕
工事を実施する。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立小学校児童：20,452人 対象1人あたり 14,494 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、配分額を超過するため見送っていた各種施設修繕工事につ
いて、学校施設に求められる機能・性能を確保するために不可欠であり、計画的に取り組む必要が
あることから、施設修繕料を増額した。

188,731 千円 188,731 千円 0 千円 296,441 千円 ＋107,710

№06

部課室 教育部総務課 事業名 学校施設整備事業（小学校） 事業区分 投資的事業

事業概要

　市内の小学校において、校舎の防水及び外壁塗装並びに各種設備の更新等を実施し、学校施設を整備す
る。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

575,580 千円 575,580 千円 0 千円 670,280 千円 ＋94,700 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立小学校児童：20,452人 対象1人あたり 32,773 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、配分額を超過するため見送っていた各種施設整備工事につ
いて、学校施設に求められる機能・性能を確保するために不可欠であり、計画的に取り組む必要が
あることから、各校営繕工事請負費を増額した。



4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

№07

部課室 教育部総務課 事業名 学校空調設備整備事業（小学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　市立小学校全42校において良好な教育環境を確保するため、ＰＦＩ方式により平成30年度に普通教室、
音楽室などに空調設備の整備を行い、令和12年度末まで維持管理を行う。

SDGs（持続可能な開発目標） 4 8

円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№08

部課室 教育部総務課 事業名 GIGAスクール構想整備事業（中学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　国の提唱するGIGAスクール構想の実現に向け整備した、児童生徒1人1台のオンライン端末及びその使用
環境について、有効に活用できるよう維持管理等を行う。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

29,901 千円 29,901 千円 0 千円 29,901 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立小学校児童：20,452人 対象1人あたり 1,462

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立中学校生徒：10,796人 対象1人あたり 1,169 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、情報関連機器賃借料を見直して一部減額した。

13,351 千円 12,622 千円 △729 千円 12,622 千円 0

SDGs（持続可能な開発目標） 4

№09

部課室 教育部総務課 事業名 教育備品等整備事業（中学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　市内の中学校において、楽器や体育器具などの教材備品、生徒用の机・椅子などの一般備品などを、学
校の実情に応じて整備する。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

42,068 千円 41,597 千円 △471 千円 41,597 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立中学校生徒：10,796人 対象1人あたり 3,853 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、備品購入費を見直して一部減額した。



4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

№10

部課室 教育部総務課 事業名 学校施設修繕事業（中学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　市内の中学校において、塗装の塗替え等による教室の小規模改修及び学校の維持管理に必要な各種修繕
工事を実施する。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、配分額を超過するため見送っていた各種施設修繕工事につ
いて、学校施設に求められる機能・性能を確保するために不可欠であり、計画的に取り組む必要が
あることから、施設修繕料を増額した。

№11

部課室 教育部総務課 事業名 学校施設整備事業（中学校） 事業区分 投資的事業

事業概要

　市内の中学校において、校舎の防水及び外壁塗装並びに各種設備の更新等を実施し、学校施設を整備す
る。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

83,933 千円 83,933 千円 0 千円 154,833 千円 ＋70,900 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立中学校生徒：10,796人 対象1人あたり 14,341

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立中学校生徒：10,796人 対象1人あたり 26,142 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、配分額を超過するため見送っていた各種施設整備工事につ
いて、学校施設に求められる機能・性能を確保するために不可欠であり、計画的に取り組む必要が
あることから、各校営繕工事請負費を増額した。

167,990 千円 167,990 千円 0 千円 282,230 千円 ＋114,240

SDGs（持続可能な開発目標） 4

№12

部課室 教育部総務課 事業名 学校空調設備整備事業（中学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　市立中学校全19校において良好な教育環境を確保するため、普通教室、音楽室などにおける空調設備の
保守を行う。

SDGs（持続可能な開発目標） 4 8

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

5,950 千円 5,950 千円 0 千円 5,950 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立中学校生徒：10,796人 対象1人あたり 551 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。



4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

№13

部課室 教育部学校教育課 事業名 教育振興事業（小学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　小学校全42校の教育的振興のために、きめ細かな指導を充実するための非常勤講師派遣、授業内容の充
実を図るための副読本の配付、児童の健全育成を図るための各種委託事業等を行う。これにより、自他を
大切にし、主体的にたくましく生きる力を、小学校全42校の全児童に育んでいく。

SDGs（持続可能な開発目標） 4 8 16

円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№14

部課室 教育部学校教育課 事業名 要保護児童等就学援助事業（小学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　義務教育の円滑な実施を図るため、経済的理由により就学困難と認められる児童の保護者へ、誰もが安
心して通学し、また学校行事へ参加できるよう学校でかかる費用（給食費、学用品費、修学旅行費など）
の一部を援助する。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

274,051 千円 274,051 千円 0 千円 274,051 千円 0 千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立小学校児童：20,452人 対象1人あたり 13,399

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 要・準要保護児童就学援助費支給対象者：1,889人 対象1人あたり 73,411 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

138,674 千円 138,674 千円 0 千円 138,674 千円 0

SDGs（持続可能な開発目標） 4

ＫＰＩ 受益者など（見込） 特別支援教育就学奨励費支給対象者：326人 対象1人あたり 36,319 円

№15

部課室 教育部学校教育課 事業名 特別支援教育就学奨励事業（小学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　特別支援教育の普及奨励を図るため、特別支援学級の児童の保護者へ、誰もが安心して通学し、また学
校行事へ参加できるよう、所得状況に応じ学校でかかる費用（給食費、学用品費、修学旅行費など）の一
部を援助する。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

11,840 千円 11,840 千円 0 千円 11,840 千円 0 千円



査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

ＫＰＩ

8

240,035 千円 240,035 千円 0 千円 240,035 千円 0 千円

受益者など（見込） 市立中学校生徒：10,796人 対象1人あたり 22,233 円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

№18

部課室 教育部学校教育課 事業名 教育振興事業（中学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　中学校全19校の教育的振興のために、授業をより分かりやすくするための少人数指導の実施、授業内容
の充実を図るための副読本の配付、生徒の健全育成を図るための各種委託事業等を行う。これにより、自
他を大切にし、主体的にたくましく生きる力を、中学校全19校の全生徒に育んでいく。

16SDGs（持続可能な開発目標） 4

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 特別な支援が必要な児童：1,383人 対象1人あたり 95,436 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

131,988 千円 131,988 千円 0 千円 131,988 千円 0

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 教育部学校教育課 事業名 学校教育指導事業（小学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　特別支援教育には、障害に応じた教育の充実、発達障害のある児童への対応の充実などが求められてい
る。そのため児童への知能検査、特別支援協力員の配置、特別支援学級児童を対象とした宿泊学習や小中
合同運動会などを実施する。発達障害のある児童の指導・支援の充実のため、通級指導教室設置校の増加
につなげる。また、医療的ケアが必要な児童生徒が安全に学校に通うための支援として、また保護者の負
担を軽減するため、学校でケアを行う看護師を配置する。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立小学校児童：20,452人 対象1人あたり 10,834 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№17

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

221,596 千円 221,596 千円 0 千円 221,596 千円 0 千円

事業概要

　学校保健安全法に基づき、次の事業を行う。
　①児童の健康状態を適切に把握し、安全に学校生活が送れるように健康診断を行う。②児童が安全に学
校生活が送れる環境を確保できるように学校環境衛生検査を行う。③学校保健・安全の向上のため学校保
健会の活動を支援する。④けが等の災害発生に備え、日本スポーツ振興センターが運営する災害共済給付
制度に加入し、その事務を行う。

SDGs（持続可能な開発目標） 3 4

4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

№16

部課室 教育部学校教育課 事業名 学校保健事業（小学校） 事業区分 その他事業



受益者など（見込） 特別支援教育就学奨励費支給対象者：107人 対象1人あたり 59,906 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

ＫＰＩ

SDGs（持続可能な開発目標） 4

6,410 千円 6,410 千円 0 千円 6,410 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業概要

　特別支援教育の普及奨励を図るため、特別支援学級の生徒の保護者へ、誰もが安心して通学し、また学
校行事へ参加できるよう、所得状況に応じ学校でかかる費用（給食費、学用品費、修学旅行費など）の一
部を援助する。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 要・準要保護生徒就学援助費支給対象者：1,196人 対象1人あたり 118,758 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

142,035 千円 142,035 千円 0 千円 142,035 千円 0

№21

部課室 教育部学校教育課 事業名 特別支援教育就学奨励事業（中学校） 事業区分 その他事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

ＫＰＩ 受益者など（見込） 活動に参加する生徒：1,801人 対象1人あたり 1,844 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№20

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 教育部学校教育課 事業名 要保護児童等就学援助事業（中学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　義務教育の円滑な実施を図るため、経済的理由により就学困難と認められる生徒の保護者へ、誰もが安
心して通学し、また学校行事へ参加できるよう学校でかかる費用（給食費、学用品費、修学旅行費など）
の一部を援助する。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

　中学生を対象に「いちのみや夢人財育成事業」を行う。本事業は「中学生いちのみや『夢サミット』」
（市長など一宮を支える方々と一宮市の未来像等をディスカッション）、「中学生と市長の『夢トー
ク』」（中学校を訪問した市長と一宮市や中学生をテーマに意見交換）、「中学生未来リーダー育成塾」
（次世代のリーダーを育成するためのグループワーク）、「プラチナ未来人財育成塾派遣」（人財育成塾
への派遣）の4つを行う。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

3,322 千円 3,322 千円 0 千円 3,322 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

SDGs（持続可能な開発目標） 4

№19

部課室 教育部学校教育課 事業名 いちのみや夢人財育成事業 事業区分 その他事業

事業概要



受益者など（見込） 市立小中学校の教職員：1,750人 対象1人あたり 21,109 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

ＫＰＩ

SDGs（持続可能な開発目標） 4 8

36,942 千円 36,942 千円 0 千円 36,942 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業概要

　従来の研修に加え中核市移行で県から移譲された法定を含めた各研修を勘案し、教育センターを拠点に
して、教職員の力量向上のためにキャリアステージに応じた研修の充実を図る。そのため、経験年数に応
じた基本研修、各職に応じた職務研修、教科指導・人間関係調整の力を伸ばす専門・課題研修、自主研修
等を主催する。研修の成果が児童生徒の学力向上につながるよう、教育の専門家としての力量向上に努め
る。また、研修履歴情報を管理するシステムを活用し、学び続ける教職員のキャリアアップを支援する。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 特別な支援が必要な生徒：472人 対象1人あたり 5,913 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

2,791 千円 2,791 千円 0 千円 2,791 千円 0

№24

部課室 教育部学校教育課 事業名 現職教育研修事業 事業区分 その他事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

ＫＰＩ 受益者など（見込） 市立中学校生徒：10,796人 対象1人あたり 3,482 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№23

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 教育部学校教育課 事業名 学校教育指導事業（中学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　特別支援教育には、障害に応じた教育の充実、発達障害のある生徒への対応の充実などが求められてい
る。そのため、生徒への知能検査、特別支援学級生徒を対象とした宿泊学習などを実施する。発達障害の
ある生徒の指導・支援の充実のため、通級指導教室設置校の増加につなげる。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

事業名 学校保健事業（中学校） 事業区分 その他事業

事業概要

　学校保健安全法に基づき、次の事業を行う。
　①生徒の健康状態を適切に把握し、安全に学校生活が送れるように健康診断を行う。②生徒が安全に学
校生活が送れる環境を確保できるように学校環境衛生検査を行う。③学校保健・安全の向上のため学校保
健会の活動を支援する。④けが等の災害発生に備え、日本スポーツ振興センターが運営する災害共済給付
制度に加入し、その事務を行う。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

37,602 千円 37,602 千円 0 千円 37,602 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

SDGs（持続可能な開発目標） 3 4

№22

部課室 教育部学校教育課



受益者など（見込） 拡幅道路を利用する者：100人 対象1人あたり 310 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

ＫＰＩ

SDGs（持続可能な開発目標） 4

31 千円 31 千円 0 千円 31 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業概要

　新規整備する（仮称）一宮市第１共同調理場の建設に伴い一部市道を廃止するため、廃止市道の機能回
復措置として周辺道路を整備する。
　令和4年度においては、令和5年度以降における道路整備工事の準備を進める。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） （仮称）一宮市第１共同調理場の給食を食する児童生徒等：8,500人 対象1人あたり 1,562 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

13,280 千円 13,280 千円 0 千円 13,280 千円 0

№27

部課室 教育部学校給食課 事業名 （仮称）一宮市第１共同調理場整備事業関連道路拡幅事業 事業区分 投資的事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

ＫＰＩ 受益者など（見込） 共同調理場対象校の児童生徒等：25,056人 対象1人あたり 28,510 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、厨房用備品の調達方法をリースから購入に切り替えること
で総支払額の縮減を図り、備品購入費を増額した。

№26

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 教育部学校給食課 事業名 （仮称）一宮市第１共同調理場整備事業 事業区分 投資的事業

事業概要

　一宮地区に2か所ある老朽化した共同調理場を更新するため、新規整備する共同調理場のうち1場目を早
急に建設、運用開始を目指す。
　令和4年度は、円滑な事業実施を実現するためにモニタリング支援業務を委託する。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

事業名 学校給食共同調理場管理事業 事業区分 その他事業

事業概要

　南部及び北部学校給食共同調理場の2場にて、市内の小学校32校、中学校15校の給食を調理して配食を行
う。また、これらにかかる調理場施設の維持管理を行う。
　令和4年度は、食器（椀）や消毒保管機などを更新する。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

707,613 千円 714,354 千円 ＋6,741 千円 714,354 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

SDGs（持続可能な開発目標） 4

№25

部課室 教育部学校給食課



受益者など（見込） 講演会・講座参加者、連区女性の会等会員数：25,395人 対象1人あたり 83 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

ＫＰＩ

SDGs（持続可能な開発目標） 4

2,128 千円 2,128 千円 0 千円 2,128 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業概要

　市民大学公開講座、成人教養講座を開催する。
　社会教育関係団体である「一宮市小中学校ＰＴＡ連絡協議会」に対し、活動費の一部を補助する。
　地域で活躍する女性団体等の育成を図るため、活動費の一部を補助するとともに、その活動発表の場を
兼ねて「いちのみや女性講演会」を共催する。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 各種教室等参加者数：3,000人 対象1人あたり 581 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

1,745 千円 1,745 千円 0 千円 1,745 千円 0

№30

部課室 教育部生涯学習課 事業名 成人教育事業 事業区分 その他事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

ＫＰＩ 受益者など（見込） 単独校調理場対象校の児童生徒等：7,882人 対象1人あたり 31,931 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、厨房用備品の調達方法をリースから購入に切り替えること
で総支払額の縮減を図り、備品購入費を増額した。

№29

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 教育部生涯学習課 事業名 家庭教育事業 事業区分 その他事業

事業概要

　家庭教育に関して子どもの発達段階に応じた各種セミナーを開催する。
　また、子育てネットワーカー（家庭教育支援ボランティア）がコーディネーターとなって、乳幼児を持
つ親たちの交流の場と先輩ママとして家庭教育についての情報を提供する「フレッシュママ交流会」等を
開催する。
　さらに、家庭教育推進協議会を設置し、家庭教育事業について委員による意見交換・協議を行う。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

事業名 学校給食単独校調理場管理事業 事業区分 その他事業

事業概要

　尾西地区および木曽川地区の小学校10校、中学校4校の調理場において給食を調理し提供する。また、こ
れら調理場施設の維持管理を行う。
　令和4年度は、食器洗浄機（3校）や冷蔵庫（5校）などを更新する。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

233,914 千円 251,688 千円 ＋17,774 千円 251,688 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

SDGs（持続可能な開発目標） 4

№28

部課室 教育部学校給食課



受益者など（見込） 参加者数及び観覧者数：9,000人 対象1人あたり 985 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

ＫＰＩ

17SDGs（持続可能な開発目標） 4

8,871 千円 8,871 千円 0 千円 8,871 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業概要

　市民に生涯学習活動、発表活動などの機会を提供し、文化の振興を図るため、展覧会、文化教室、講演
会、芸能発表会等の実施を一宮市芸術文化協会及び一宮市レクリエーション協会に委託している。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 発行部数：7,000部 対象1部あたり 52 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

370 千円 370 千円 0 千円 370 千円 0

№33

部課室 教育部生涯学習課 事業名 文化振興及び関係団体奨励事業 事業区分 その他事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

ＫＰＩ 受益者など（見込） 生涯学習バス延べ利用者数：12,461人 対象1人あたり 1,392 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、12月以降の公用予定件数を見直して自動車賃借料を一部減
額した。

№32

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 教育部生涯学習課 事業名 生涯学習情報誌発行事業 事業区分 その他事業

事業概要

　市（関係機関を含む）が実施する生涯学習関係事業の情報提供として、生涯学習情報誌を年1回発行す
る。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

事業名 生涯学習バス運行事業 事業区分 その他事業

事業概要

　生涯学習バス2台を所有し、公的行事(市教育委員会や市が主催する事業や活動)のほか、市民の生涯学習
活動を支援する目的で運行する。
　所有するバスの運行は令和4年11月末をもって終了し、12月以降は、公用については民間の大型バスを借
り上げる。運行終了に伴う経過措置として、12月から令和5年3月の間、市民団体が生涯学習活動で民間バ
スを借り上げる費用の一部を補助する。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

18,608 千円 17,358 千円 △1,250 千円 17,358 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

SDGs（持続可能な開発目標） 4

№31

部課室 教育部生涯学習課



受益者など（見込） 23公民館執行部役員数及び丹陽公民館利用者数：8,514人 対象1人あたり 120 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

ＫＰＩ

SDGs（持続可能な開発目標） 4

1,022 千円 1,022 千円 0 千円 1,022 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業概要

　連区の公民館活動をより活発化していくために公民館事業に精通した講師を招いて、公民館役員の資質
向上を図る。また、公民館活動の充実・発展に役立てるために、公民館事業発表会（年1回）を実施する。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 公民館利用者数：249,729人 対象1人あたり 384 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、消耗品費を見直して一部減額した。

95,962 千円 95,924 千円 △38 千円 95,924 千円 0

№36

部課室 教育部生涯学習課 事業名 公民館活動事業 事業区分 その他事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

ＫＰＩ 受益者など（見込） 出品者及び観覧者数：4,000人 対象1人あたり 1,385 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、美術展会場パネル設置作業の工程を見直して委託料を一部
減額した。

№35

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 教育部生涯学習課 事業名 公民館維持管理事業 事業区分 その他事業

事業概要

　学習活動や地域活動などによる地域づくりの拠点として、維持管理を行う。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

事業名 美術展事業 事業区分 その他事業

事業概要

　毎年11月中旬に木曜日から日曜日までの4日間、一宮スポーツ文化センターの1、2階を会場に、日本画、
洋画、彫刻･立体、工芸、デザイン、書、写真の7部門にて公募の美術展を開催。近年の展示作品数は約400
点、来場者は約4,000人となっている。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

5,557 千円 5,540 千円 △17 千円 5,540 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

SDGs（持続可能な開発目標） 4

№34

部課室 教育部生涯学習課



受益者など（見込） 木曽川公民館利用者数：25,746人 対象1人あたり 1,460 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

ＫＰＩ

SDGs（持続可能な開発目標） 4

37,600 千円 37,600 千円 0 千円 37,600 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

事業概要

　木曽川公民館の空調設備を改修する。故障のあった研修室Aと講堂は令和3年度に改修済み。令和4年度は
研修室B、研修室C、会議室、和室、実習室を改修。あわせて換気設備の改修を行う。あわせて照明機器を
LEDに取り換える。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 西成公民館利用者数：35,851人 対象1人あたり 1,511 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

54,180 千円 54,180 千円 0 千円 54,180 千円 0

№39

部課室 教育部生涯学習課 事業名 木曽川公民館空調設備等改修事業 事業区分 投資的事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

ＫＰＩ 受益者など（見込） 年間利用者数(3施設分）：72,784人 対象1人あたり 319 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

№38

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 教育部生涯学習課 事業名 西成公民館空調設備等改修事業 事業区分 投資的事業

事業概要

　平成14年建設の西成公民館の空調設備を全面改修するもの。
　あわせて、居室・廊下・共用部分の照明をLEDに取り換える。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

事業名 いちのみや中央プラザ維持管理事業 事業区分 その他事業

事業概要

　令和元年10月に開館した複合施設（体育館・神山公民館・神山いきいきセンター）施設名「いちのみや
中央プラザ」の維持管理を行う。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

23,268 千円 23,268 千円 0 千円 23,268 千円 0 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

SDGs（持続可能な開発目標） 4

№37

部課室 教育部生涯学習課



ＫＰＩ 受益者など（見込） 利用者数：77,483人 対象1人あたり 359 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額を精査した結果、施設修繕料、空調設備保守委託料等を見直して一部減額し
た。

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

29,466 千円 27,872 千円 △1,594 千円 27,872 千円 0 千円

SDGs（持続可能な開発目標） 4

事業概要

　尾西南部生涯学習センター（尾西南部公民館）を安全で快適な施設として利用してもらうよう管理・運
営を行う。

千円

ＫＰＩ 受益者など（見込） 利用者数：119,275人 対象1人あたり 79 円

査定結果の理由等

　事業内容及び要求額が妥当であると判断した。

9,539 千円 9,539 千円 0 千円 9,539 千円 0

№42

部課室 尾西南部生涯学習センター 事業名 尾西南部生涯学習センター事業 事業区分 その他事業

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

ＫＰＩ 受益者など（見込） 尾西南部公民館利用者数：32,520人 対象1人あたり 6,555 円

査定結果の理由等

　市全体の予算規模を踏まえて一旦保留したが、事業の優先度を再検討した結果、工事内容を見直
し要求額を一部減額して計上した。

№41

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

部課室 尾西生涯学習センター 事業名 尾西生涯学習センター事業 事業区分 その他事業

事業概要

　尾西生涯学習センター（尾西公民館）を利用者に対して安全で快適な施設となるよう管理・運営を行
う。

SDGs（持続可能な開発目標） 4

事業名 尾西南部公民館改修事業 事業区分 投資的事業

事業概要

　尾西南部公民館を朝日公民館として運用するため、トイレ、エレベーター及び居室の一部を改修するも
の。
　あわせて、照明機器をLEDに取り換える。

① ② 増減（②-①） ③ 増減（③-②）

276,480 千円 1,640 千円 △274,840 千円 213,200 千円 ＋211,560 千円

担当課室要求額 財政担当査定額 市長査定額

4 予算編成過程・ＫＰＩの公開 （教育部）

SDGs（持続可能な開発目標） 4

№40

部課室 教育部生涯学習課


